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業種別の死傷者数の推移
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業種別の死亡者数の推移

労 働 災 害 の 現 状

全産業

製造業

建設業

商業

陸上貨物運送事業

（全産業） （全産業以外）

令和２年から令和５年の値は、新型コロナウイルス感染症に係る災害を除いたもの。

保健衛生業



（業種別の割合） （事故の型別の割合）

（起因物別の割合）

（年齢別の状況） （経験期間別の状況）

転倒

471
27.6%
動作の反動、

無理な動作

363
21.3%

墜落、転落

201
11.8%

はさまれ、

巻き込まれ
161
9.4%

交通事故

（道路）

106
6.2%

切れ、こすれ

81
4.7%

飛来、落下

73
4.3%

激突

63
3.7% 右記以外

189
11.1%

令和５年 死傷災害発生状況（新型コロナウイルス感染症に係るものを除いた1,708件を集計）

保健

衛生業
313

18.3%
商業

279
16.3%

運輸

交通業
245

14.3%製造業

205
12.0%

建設業

162
9.5%

清掃・

と畜業
135
7.9%

接客

娯楽業
129
7.6%

右記以外

240
14.1%
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20歳未満

20歳以上30歳未満

30歳以上40歳未満

40歳以上50歳未満

50歳以上60歳未満

60歳以上70歳未満

70歳以上

22

229

147

515

322

278

195

1月未満

1月以上6月未満

6月以上1年未満

1年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上20年未満

20年以上

「道路貨物運送業」と「陸上貨物取扱業」を

合計した陸上貨物運送事業は２４２件、

その割合は１４．２％

仮設物、

建築物、

構築物等

459
26.9%
その他の

装置等
308

18.0%
物上げ

装置、

運搬機械

246
14.4%

荷

96
5.6%

動力機械

91
5.3%

右記以外

508
29.7%

傷病性質の
３３．１％が「負傷による腰痛」、
２７．０％が捻挫等を含む「関節の障害」

「物上げ装置、運搬機械」の
４３．９％が
「乗用車、バス、バイク」、
３７．０％が「トラック」
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主要な事故の型別の死傷者数の推移

墜落、転落

はさまれ、巻き込まれ

転倒動作の反動、無理な動作

「その他の装置等」の３０．８％が
台車、ロールボックスパレット、
自転車等の「人力運搬機」


